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 平 成 19 年 ５ 月 31 日

株 主 各 位  

 〒617-8555 
京都府長岡京市東神足１丁目10番１号 

 

 代表取締役社長 村 田 泰 隆

第71回定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 

さて、当社第71回定時株主総会を後記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申しあげます。 

なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類（46ページ～53ページ）をご検討いただ

き、平成19年６月27日（水曜日）午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申

しあげます。 

 

［郵送による議決権行使の場合］ 

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着

するようご返送ください。 

 

［インターネットによる議決権の行使の場合］ 

当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.it-soukai.com/）にアクセスしていた

だき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご

利用のうえ、画面の案内に従って、議案に対する賛否をご入力ください。 

インターネットによる議決権行使に際しましては、同封のご案内「インターネットによる

議決権行使について」をご確認くださいますようお願い申しあげます。 

なお、同一議案に対し書面及びインターネットにより重複して議決権を行使された場合に

おいて、当該議案に対する議決権の行使の内容が異なる場合には、インターネットによる議

決権行使を有効なものとし、インターネットによる議決権行使が複数回行われた場合には、

最終の行使を有効なものといたします。 

 

敬 具 

証券コード：6981 
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記 

 

１．日   時    平成19年６月28日（木曜日）午前10時 

２．場   所    京都府長岡京市東神足１丁目10番１号 当本社 ２階ホール 

（末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照ください。） 

３．目 的 事 項 

報 告 事 項 １．第71期        事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

２．第71期        計算書類の内容報告の件 

決 議 事 項 

第１号議案  剰余金の処分の件 

第２号議案  定款一部変更の件 

第３号議案  取締役７名選任の件 

第４号議案  監査役１名選任の件 

第５号議案  取締役の報酬額改定の件 

以 上 
                                           

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。 

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト（http://www.murata.co.jp）に掲載させていただきます。 

 

(                    )自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

(                 )自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日
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（添付書類） 
 

 事 業 報 告  

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

 

１．企業集団の現況に関する事項 

１）主要な事業内容 

 当社グループは、主としてセラミックスを素材としてコンデンサ、圧電製品、高周波デ

バイス、モジュール製品などを製造販売している電子部品メーカーで、無機・有機化学材

料からセラミックス、電子部品に至るまで垂直統合型の技術開発と一貫生産を行っており

ます。また、材料・製法・生産設備の開発を自ら行って、種々のノウハウを盛り込んだ特

徴のある独自性の高い製品を生産し、ＡＶ機器、通信機器、コンピュータ及び関連機器、

カーエレクトロニクス、家庭用電気機器等のさまざまな電子機器向けに販売しております。 

 

２）事業の経過及びその成果 

①全体概況 

 当期の世界の電子機器市場は、携帯電話、パソコン、デジタルＡＶ機器など主要機器

の生産が好調に推移したことに加えて、電子機器の高機能化が進展したことにより、電

子部品の需要は大きく拡大しました。 

 市場環境を用途別に見ますと、通信機器市場では主力の携帯電話において、先進国で、

第３世代機やBluetooth(注)機能搭載タイプなどの高機能端末の需要が拡大したほか、

中国、インドなどの新興地域における需要が期を通じて旺盛でした。コンピュータ及び

関連機器市場では、ノートパソコンが好調を維持したほか、ＭＰＵのデュアルコア化が

進展しました。ＡＶ機器市場では、液晶やＰＤＰなどの薄型テレビが好調に推移したこ

とに加え、期の後半にはゲーム機の新機種が発売されました。カーエレクトロニクス市

場では、自動車の電装化が進展しました。 

 このような市場環境のもと、当社グループは、需要の拡大に対し、主要製品の生産能

力の増強を積極的に推し進め、顧客サービスの向上に努めました。また、製品価格の下

落に対しては、生産性改善などのコストダウン活動を推進するとともに、付加価値の高

い新製品の商品化を進めることによって、収益体質の改善並びに事業基盤の強化を図り

ました。 

(          )
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②当社グループの業績概況 

 これらの結果、当社グループの当期の業績は、以下のとおりとなりました。 

 

［売上高］ 

 売上高は、前期に比べ15.5％増の566,805百万円となりました。 

 このうち、主たる事業である電子部品並びにその関連製品の製品売上高は564,855百万

円となりました。これを地域別に見ますと、アジアでは、中国のＡＶ機器向け、通信機器

向け、コンピュータ及び関連機器向けが大幅に伸長したほか、アセアン地域の通信機器向

け、コンピュータ及び関連機器向けも大きく増加し、アジア・その他の製品売上高は前期

に比べ23.3％増の305,675百万円となりました。日本は、通信機器向けやコンピュータ及

び関連機器向けの増加により、前期に比べ6.8％増の142,624百万円となりました。欧州は、

通信機器向けやカーエレクトロニクス向けが増加し、前期に比べ6.8％増の70,444百万円

となりました。南北アメリカは、カーエレクトロニクス向けやディストリビューター向け

が増加し、前期に比べ10.7％増の46,112百万円となりました。 

 

［営業利益］ 

 営業利益は、前期に比べ26.2％増の113,365百万円となりました。 

 当期は、売上高が増加したことによる増益効果や、新製品の継続的な投入とコストダウ

ン活動による原価低減の取り組み、さらには、為替が対米ドルの平均レートで前期に比べ

３円71銭の円安になるなどの増益要因により製品価格の下落の影響をカバーし、売上高営

業利益率は、前期に比べ1.7ポイント上昇し20.0％となりました。 

 

［税金等調整前当期純利益、当期純利益］ 

 税金等調整前当期純利益は、前期に比べ28.7％増の118,003百万円となりました。 

 当期純利益は、前期に比べ22.0％増の71,309百万円となりました。 
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③製品別の売上概況 

 製品別の売上高の概況は以下のとおりであります。 

 

［コンデンサ］ 

 この製品には、積層セラミックコンデンサ、円板型セラミックコンデンサ、トリマコン

デンサが含まれます。 

 当期は、主力のチップ積層セラミックコンデンサで、大容量品がＡＶ機器や通信機器、

コンピュータ及び関連機器向けなどのすべての用途で大幅に増加し、小型品も通信機器向

けで大きく伸長しました。また、用途特化型品もＭＰＵのデュアルコア化の進展により、

コンピュータ及び関連機器向けで大きく増加しました。 

 その結果、全体の売上高は、前期に比べ24.0％増の215,255百万円となりました。 

 

［圧電製品］ 

 この製品には、セラミックフィルタ、セラミック発振子、表面波フィルタ、圧電センサ、

圧電ブザーが含まれます。 

 当期は、表面波フィルタが通信機器向けで増加し、前期を大幅に上回りました。また、

圧電センサでは、カーエレクトロニクス向けの超音波センサや、ＨＤＤ向けの衝撃検知用

センサが増加しました。一方、セラミック発振子は、ＡＶ機器向けやコンピュータ及び関

連機器向けで減少し、セラミックフィルタも、ＡＶ機器向けや通信機器向けで減少しまし

た。 

 その結果、全体の売上高は、前期に比べ11.4％増の81,585百万円となりました。 

 

［高周波デバイス］ 

 この製品には、多層デバイス、近距離無線通信モジュール（Bluetoothモジュールを

含む）、誘電体フィルタ、アイソレータ、コネクタが含まれます。 

 当期は、近距離無線通信モジュールが携帯電話向けで大幅に伸長したほか、アイソレー

タ、コネクタも通信機器向けで大きく増加しました。一方、多層デバイス、誘電体フィル

タは、通信機器向けで減少しました。 

 その結果、全体の売上高は、前期に比べ17.4％増の114,108百万円となりました。 
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［モジュール製品］ 

 この製品には、回路モジュール、電源が含まれます。 

 当期は、電源が薄型テレビなどのＡＶ機器向けや、コンピュータ及び関連機器向けで伸

長しました。回路モジュールでは、携帯電話用の地上デジタルチューナが大きく増加しま

したが、ＶＣＯ（電圧制御発振器）が通信機器向けで大幅に減少しました。 

 その結果、全体の売上高は、前期に比べ1.7％増の59,306百万円となりました。 

 

［その他製品］ 

 この製品には、ＥＭＩ除去フィルタ、コイル、センサ、抵抗器などが含まれます。 

 当期は、ＥＭＩ除去フィルタがＡＶ機器や通信機器向けで伸長しました。チップコイル

も通信機器向けで大幅に伸長しました。また、センサでは、ＡＶ機器向けにジャイロセン

サが増加しました。 

 その結果、全体の売上高は、前期に比べ9.0％増の94,601百万円となりました。 

 

（注） Bluetoothは米国Bluetooth SIG, Inc.の登録商標です。 

 

（製品別の受注及び売上の状況） 

 期間 第71期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 受 注 高 売 上 高 

 

区分
 
製品等 金 額 金 額 構 成 比 前 期 比 

  百万円 百万円 ％ ％ 

 コ ン デ ン サ 224,434 215,255 38.1 124.0 

 圧 電 製 品 81,804 81,585 14.4 111.4 

 高 周 波 デ バ イ ス 113,763 114,108 20.2 117.4 

 モ ジ ュ ー ル 製 品 59,478 59,306 10.5 101.7 

 そ の 他 製 品 94,054 94,601 16.8 109.0 

 合 計 573,533 564,855 100.0 115.5 
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３）対処すべき課題 

 世界の電子機器市場は、携帯電話における先進国での第３世代サービスの普及や地上デ

ジタル放送の開始、新興地域での更なる需要増加、無線ＬＡＮやBluetooth(注)などの近

距離無線通信システムの拡大、パソコンの高機能化、液晶テレビなどのデジタルＡＶ機器

の普及や自動車の電装化の一層の進展など、成長の期待される分野を数多く抱えておりま

す。また、電子機器市場の成長に加えて、電子機器のデジタル化、高機能化が進展するこ

とにより、電子部品の需要は急速に拡大しています。 

 これらの需要の拡大に対して、当社グループは日本国内の生産能力の拡大を積極的に進

めており、さらに、中長期的な需要拡大に備えて、国内主要拠点で生産棟を建設しており

ます。また、海外では、需要の伸長が著しい中国において、無錫でチップ積層セラミック

コンデンサの一貫生産ラインの導入を進めており、深では電源を生産する新会社を設立

するなど、生産体制の拡充に取り組んでおります。 

 また、当社グループは、長期にわたる成長力を確保するために、新製品を継続的に創出

することや、外部資源を有効に活用することにより、事業領域の拡大に努めております。

当社グループの技術力を活かして、チップ積層セラミックコンデンサの大容量品や小型品

をはじめ、高周波帯域のフィルタ、センサや近距離無線通信モジュールなど、顧客のニー

ズを先取りした新製品の開発と事業化を推進しております。また、当社グループは、企業

買収や業務提携を積極的に進めており、米国のベンチャー企業であるSyChip, Inc.を買収

したほか、リチウムイオン２次電池事業への参入に向けた業務提携を開始しました。 

 企業の社会的責任への取り組みにつきましては、当社グループは「環境・社会性・経済

性」の観点から「村田製作所グループＣＳＲレポート2006」を発行しております。環境に

対する配慮としましては、設計・開発から生産、販売まで一貫した環境マネジメントを強

化するため、平成19年３月にサイトごとのISO14001の個別認証から、国内全事業所・関係

会社を統合するマルチサイト認証へと切り替えました。また、当社グループにおけるコー

ポレート・ガバナンスの充実、リスク管理及びコンプライアンスの取り組みを強化し、会

社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を整備して運用の徹底を図っ

てまいります。 

 

（注） Bluetoothは米国Bluetooth SIG, Inc.の登録商標です。 
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４）設備投資の状況 

 当社グループは当期に、総額99,651百万円の設備投資（金額に消費税等は含まれており

ません）を行いました。 

 主な内容は、当社及び連結子会社における生産設備の増強・合理化等63,842百万円、研

究開発用設備の増強6,954百万円、土地及び建物取得20,764百万円であります。 

 なお、生産能力に著しい影響を及ぼす除却、売却等はありません。 

 

５）財産及び損益の状況 

①企業集団の財産及び損益の状況  （単位：百万円、％）
 

第 68 期 
自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

第 69 期 
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

第 70 期 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

第 71 期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

 

期間 
 
 

区分 
 
項目 金  額 金 額 前期比 金 額 前期比 金 額 前期比 

 売 上 高 414,247 424,468 102.5 490,784 115.6 566,805 115.5 

 
税金等調整前
当 期 純 利 益 

78,685 72,905 92.7 91,680 125.8 118,003 128.7 

 当 期 純 利 益 48,540 46,578 96.0 58,448 125.5 71,309 122.0 

 総 資 産 844,115 850,748 100.8 909,641 106.9 1,014,965 111.6 

 純 資 産 700,937 712,309 101.6 755,394 106.0 822,893 108.9 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭  

 
基本的１株当た
り 当 期 純 利 益 208 46 204 99 － 262 49 － 321 29 － 

 ％ ％ ％ ％  

 
自己資本比率 83.0 83.7 － 83.0 － 81.1 － 

（注）１．当社の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準

に準拠して作成しております。 

２．第68期の税金等調整前当期純利益には、厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益が

11,693百万円含まれております。 

３．基本的１株当たり当期純利益は、米国の「財務会計基準審議会基準書第128号(１株

当たり利益)」に基づき算出しております。 

４．百万円単位の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

 

(          ) (          ) (          ) (          ) 
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②当社の財産及び損益の状況  （単位：百万円、％）
 

第 68 期 
自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

第 69 期 
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

第 70 期 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

第 71 期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

 

期間 
 
 

区分 
 
項目 金  額 金 額 前期比 金 額 前期比 金 額 前期比 

 売 上 高 343,374 358,919 104.5 422,578 117.7 490,642 116.1 

 経 常 利 益 42,396 41,662 98.3 48,328 116.0 60,388 125.0 

 当 期 純 利 益 36,756 30,361 82.6 36,817 121.3 44,836 121.8 

 総 資 産 467,876 466,521 99.7 498,573 106.9 535,647 107.4 

 純 資 産 399,387 391,017 97.9 402,086 102.8 428,931 106.7 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭  

 
１株当たり 

当期純利益 157 38 133 13 － 164 80 － 202 01 － 

 ％ ％ ％ ％  

 
自己資本比率 85.4 83.8 － 80.6 － 80.1 － 

（注）１．第68期は、受取配当金増加や厚生年金基金代行部分返上益の計上等が、経常利益及

び当期純利益に影響を与えています。 

２．百万円単位の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

(          ) (          ) (          ) (          ) 



 

－  － 
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６）主要拠点等 

①当社の主要な営業所及び工場等 

本 社（ 京 都 府 長 岡 京 市） 

東 京 支 社（ 東 京 都 渋 谷 区） 

八 日 市 事 業 所（ 滋 賀 県 東 近 江 市） 

野 洲 事 業 所（ 滋 賀 県 野 洲 市） 

横 浜 事 業 所（ 横 浜 市 緑 区） 

長 岡 事 業 所（ 京 都 府 長 岡 京 市） 

営 業 所     

仙 台（ 仙 台 市 宮 城 野 区） 

大 宮（ さ い た ま 市 大 宮 区） 

西 東 京（ 東 京 都 立 川 市） 

神 奈 川（ 横 浜 市 港 北 区） 

長 野（ 長 野 県 安 曇 野 市） 

静 岡（ 静 岡 県 浜 松 市） 

中 部 日 本（ 名 古 屋 市 名 東 区） 

神 戸（ 神 戸 市 中 央 区） 

岡 山（ 岡 山 県 岡 山 市） 

九 州（ 福 岡 市 博 多 区） 

 

②主要な子会社 

株式会社福井村田製作所（福 井 県 越 前 市） 

株式会社出雲村田製作所（島根県簸川郡斐川町） 

株式会社富山村田製作所（富 山 県 富 山 市） 

株式会社小松村田製作所（石 川 県 小 松 市） 

株式会社金沢村田製作所（石 川 県 白 山 市） 

株式会社岡山村田製作所（岡 山 県 瀬 戸 内 市） 

村 田 土 地 建 物 株 式 会 社（京 都 府 長 岡 京 市） 

Murata Electronics North America, Inc. （アメリカ合衆国） 

Murata Electronics Singapore (Pte.) Ltd.（シンガポール） 

Murata Company Limited （中華人民共和国） 

 



 

－  － 
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７）使用人の状況 

①企業集団の使用人の状況 

 日 本 南北アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 合 計 

 人 人 人 人 人 

 19,289 456 332 9,315 29,392 

（注） 使用人数には、臨時雇用者・パート・嘱託者（1,572人）、当社グループ外への出向

者（13人）は含めておりません。 

 

②当社の使用人の状況 

 使 用 人 数 

 当 期 末 前 期 末 比 増 減
平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

人 人 歳 年 

5,832 417 36.0 10.0 

（注） 使用人数、平均年齢及び平均勤続年数には、臨時雇用者・パート・嘱託者（72人）、

及び子会社等への出向者（854人）は含めておりません。 

 なお、子会社等からの出向者は含めております。 

 



 

－  － 
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８）重要な子会社の状況 

①重要な子会社 

 会 社 名 資本金 
当 社 の
議決権比率 主要な事業内容 

 百万円 ％

 
株式会社福井村田製作所 300 100 

コンデンサ及び高周波デバイスの
製造 

 株式会社出雲村田製作所 430 100 コンデンサの製造 

 株式会社富山村田製作所 450 100 圧電製品及びセンサの製造 

 株式会社小松村田製作所 300 100 
高周波デバイス及びモジュール製
品の製造 

 株式会社金沢村田製作所 480 100 
圧電製品及び高周波デバイスの製
造 

 株式会社岡山村田製作所 480 100 
コンデンサ及び高周波デバイスの
製造 

 村 田 土 地 建 物 株 式 会 社 2,000 100(注) 不動産の賃貸借及び管理、施設保守・
清掃、保険代理店業務、資金運用 

 US$    千

 
Murata Electronics  

North America, Inc. 14,406 100 当社及び関係会社の製品の販売 

 S$    千

 
Murata Electronics  

Singapore（Pte.)Ltd． 4,000 100 
コンデンサの製造販売並びに当社
及び関係会社の製品の販売 

 HK$    千

 
Murata Company Limited 100 100 当社及び関係会社の製品の販売 

（注） 間接所有を含む比率であります。 

 



 

－  － 
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②企業結合の経過と成果 

１．当社の無線通信モジュール事業における用途市場の拡大、及び新たな技術領域の

強化、拡充を目的に、当社の子会社であるMurata Electronics North America, 

Inc.が、SyChip, Inc.を買収しております。これにより、平成18年４月28日付で、

SyChip, Inc.及びその子会社であるSyChip Electronic Technology（Shanghai）

Ltd.が、新たに当社の連結子会社となっております。 

２．スーパーウエーブ株式会社との合弁会社であり、当社の議決権比率が50％のＭＴ

Ｃソリューションズ株式会社を、平成19年２月１日付で清算しております。 

３．Suzhou Murata Electronics Co.,Ltd.は、平成19年２月14日付で、Wuxi Murata 

Electronics Co., Ltd.を存続会社とする合併により解散しております。 

４．上に掲げた重要な子会社10社を含む連結子会社は56社であります。企業結合の成

果につきましては、「１．企業集団の現況に関する事項 ２）事業の経過及びその

成果」に記載のとおりであります。 

 

９）借入先 

 借 入 先 借 入 残 高 

  百万円 

 株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,238 

 株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 5,106 

 株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,775 

 独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 26 

 計 13,145 

 



 

－  － 
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２．株式に関する事項 

１）発行可能株式総数 581,000,000株（単元株式数 100株） 

２）発行済株式の総数 225,263,592株（自己株式 3,281,042株を含む） 

３）株主数 66,076名 

４）大株主 

 当社の発行済株式（自己株式を除く）の総数の10分の１以上の数の株式を有する株主

はおりません。 

 



 

－  － 
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３．会社の新株予約権等に関する事項 

当期末日に当社役員が保有している新株予約権の状況 

 回 次 第 １ 回 第 ２ 回 第 ３ 回 第 ４ 回 

 発 行 決 議 の 日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日 

 新 株 予 約 権 の 数 478個 292個 469個 738個 

 
新株予約権の目的となる 
株 式 の 種 類 と 数 

普通株式 47,800株 普通株式 29,200株 普通株式 46,900株 普通株式 73,800株 

 新株予約権の発行価額 無償 無償 無償 無償 

 新株予約権の行使時の払込金額 7,264円 5,863円 5,789円 5,686円 

 新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日から
平成20年７月31日まで

平成17年８月１日から
平成21年７月31日まで

平成18年８月１日から
平成22年７月31日まで

平成19年８月１日から 
平成23年７月31日まで 

 
取 締 役 

（社外取締役を除く） 

保有者数  4名 
保有数  35個 

目的である株式の数 
3,500株

保有者数  2名 
保有数  28個 

目的である株式の数 
2,800株

保有者数  6名 
保有数  65個 

目的である株式の数 
6,500株

保有者数  7名 
保有数  78個 

目的である株式の数 
7,800株 

 社 外 取 締 役 － － － － 

 

役

員

の

保

有

状

況 

監 査 役 － － 

保有者数  1名 
保有数   5個 

目的である株式の数 
500株

－ 

 新株予約権の主な行使条件 

１．新株予約権を有す
る者（以下、新株
予約権者という）
は、当社業務執行
取締役、執行役員
及び幹部社員並び
に当社子会社の業
務執行取締役及び
幹部社員たる地位
を失った後も、新
株予約権を行使で
きるものとしてお
ります。 

２．新株予約権者が権
利行使期間前に死
亡した場合は、新
株予約権の相続を
認めないものとし
ております。新株
予約権者が権利行
使期間中に死亡し
た場合は、新株予
約 権 の 相 続 を 認
め、新株予約権者
の相続人は、新株
予約権を行使でき
るものとしており
ます。 

３．新株予約権のその
他 の 行 使 の 条 件
は、第１回新株予
約権割当契約の定
めに従うものとし
ております。 

１．新株予約権を有す
る者（以下、新株
予約権者という）
は、当社業務執行
取締役、執行役員
及び幹部社員並び
に当社子会社の業
務執行取締役及び
幹部社員たる地位
を失った後も、新
株予約権を行使で
きるものとしてお
ります。 

２．新株予約権者が死
亡した場合は、新
株予約権の相続を
認めないものとし
ております。 

３．新株予約権のその
他 の 行 使 の 条 件
は、第２回新株予
約権割当契約の定
めに従うものとし
ております。 

１．新株予約権を有す
る者（以下、新株
予約権者という）
は、当社業務執行
取締役、執行役員
及び幹部社員並び
に当社子会社の業
務執行取締役及び
幹部社員たる地位
を失った後も、新
株予約権を行使で
きるものとしてお
ります。 

２．新株予約権者が死
亡した場合は、新
株予約権の相続を
認めないものとし
ております。 

３．新株予約権のその
他 の 行 使 の 条 件
は、第３回新株予
約権割当契約の定
めに従うものとし
ております。 

１．新株予約権を有す
る者（以下、新株
予約権者という）
は、当社業務執行
取締役、執行役員
及び幹部社員並び
に当社子会社の業
務執行取締役及び
幹部社員たる地位
を失った後も、新
株予約権を行使で
きるものとしてお
ります。 

２．新株予約権者が死
亡した場合は、新
株予約権の相続を
認めないものとし
ております。 

３．新株予約権のその
他 の 行 使 の 条 件
は、第４回新株予
約権割当契約の定
めに従うものとし
ております。 

（注） 第３回新株予約権の役員の保有状況のうち監査役に関する部分は、監査役就任以前に、

幹部社員たる資格で取得した新株予約権の保有状況を記載したものであります。 



 

－  － 
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４．会社役員に関する事項 

１）取締役及び監査役の状況 

 役 名 地位及び担当 氏 名 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等 

株式会社福井村田製作所 取締役会長（代表取締役） 

株式会社出雲村田製作所 取締役会長（代表取締役） 

株式会社富山村田製作所 取締役会長（代表取締役） 

株式会社小松村田製作所 取締役会長（代表取締役） 

株式会社金沢村田製作所 取締役会長（代表取締役） 

株式会社岡山村田製作所 取締役会長（代表取締役） 

Murata Electronics Singapore
（Pte.）Ltd. ダ イ レ ク タ ー 

 取締役社長 代表取締役 村 田 泰 隆

Murata Company Limited ダ イ レ ク タ ー 
      

株式会社福井村田製作所 取締役社長（代表取締役） 

株式会社富山村田製作所 取締役社長（代表取締役） 

 取締役副社長 代表取締役 
技術・事業開発本部・営業本部・コ
ンポーネント事業本部・デバイス事
業本部・モジュール事業本部・生産
本部・市場渉外部・東京管理部担当
技術・事業開発本部長 

村 田 恒 夫

Murata Electronics Singapore
（Pte.）Ltd. 

ダ イ レ ク タ ー 

      
株式会社金沢村田製作所 取締役社長（代表取締役） 
株式会社岡山村田製作所 取締役社長（代表取締役） 
村田土地建物株式会社 取締役社長（代表取締役） 

 取 締 役 専務執行役員 
企画・管理グループ・
法務部・経理部・財務
部・情報システム統括
部担当 

藤 田 能 孝

Murata Electronics Singapore
（Pte.）Ltd. ダ イ レ ク タ ー 

      
 取 締 役 上席常務執行役員 

生産本部長 
野 崎 市 郎   

      
 取 締 役 上席常務執行役員 

技術管理部・知的財産
部・品質管理部・製品
安全推進部担当 
野洲事業所長 

荒 井 晴 市   

      
 取 締 役 常務執行役員 

研究開発センター長 
坂 部 行 雄   

      
 取 締 役 常務執行役員 

コンポーネント事業本部長
井 上  純 株式会社出雲村田製作所 取締役社長（代表取締役） 

      
 取 締 役  田 近 耕 次   
      

新日鉄ソリューションズ株式会社 取締役会長（代表取締役）  取 締 役  棚 橋 康 郎
社団法人情報サービス産業協会 会 長 

      
 監 査 役 常勤監査役 田 地 外志雄   
      
 監 査 役 常勤監査役 中 山 素 彦   
      
 監 査 役  横 堀 惠 一   
      
 監 査 役  平 岡 哲 也   
      
 監 査 役  川 田  剛   



 

－  － 
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（注）１．平成18年６月29日開催の第70回定時株主総会において、川田 剛氏は新たに監査役

に選任され就任いたしました。 

２．取締役 田近耕次、棚橋康郎の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で

あります。 

３．監査役 横堀惠一、平岡哲也、川田 剛の各氏は、会社法第２条第16号に定める社

外監査役であります。 

４．監査役 田地外志雄、中山素彦の両氏は当社で財務及び経理業務の経験を有してお

り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 

５．監査役 川田 剛氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。 

６．当社の執行役員は14名で、上掲の執行役員を兼務する取締役の他に９名の執行役員

がおります。 

７．取締役社長 村田泰隆氏は、平成19年４月１日付で財団法人 村田学術振興財団 

理事長、平成19年４月27日付で社団法人 京都経済同友会 代表幹事に就任しており

ます。 

 

２）取締役及び監査役の報酬等の額 

 区 分 人 数 報 酬 等 の 額 

  人 百万円 

 取 締 役 9 412 

 監 査 役 5 63 

 合 計 14 476 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は、40百万円であります。 

３．株主総会決議に基づく報酬限度額（年額）は、取締役500百万円（平成17年６月定

時株主総会決議）、監査役80百万円（平成10年６月定時株主総会決議）であります。

ただし、執行役員を兼務する取締役の使用人分給与及び賞与相当額は含みません。ま

た、業務上の必要性により転居しなければならない場合に限り、当社所定の基準に基

づく社宅使用料を徴収した上で、業務を執行する支社・事業所等へ通勤可能な社宅を

提供するものとし、この場合に会社が負担する金銭に非ざる報酬の限度額は20百万円

（平成15年６月定時株主総会決議）であります。 

４．平成16年６月の定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止し、同定時株

主総会決議に基づき、同定時株主総会終結時の退職慰労金相当額を各取締役または監

査役の退任時に贈呈しております。 

５．上記のほか、会社法施行前に取締役及び監査役に付与したストックオプションに係

る報酬費用として、当期の連結損益計算書において９百万円の費用を計上しておりま

す。なお、当期においてはストックオプションの付与はありません。 



 

－  － 
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３）社外役員の重要な兼職等 

 区 分 氏 名 兼 職 先 会 社 名 兼 職 の 内 容 

株式会社東京スター銀行 社外取締役 

野村ホールディングス株式会社 社外取締役 

田 近 耕 次 

住友商事株式会社 社外監査役 

新日鉄ソリューションズ株式会社 代表取締役会長 

 社外取締役 

棚 橋 康 郎 

株式会社インターネットイニシアティブ 社外取締役 

弁護士  横 堀 惠 一 

帝京大学法学部法律学科 教授 

税理士  

明治大学大学院 グローバル・ビジネス研究科 教授 

ボストン・サイエンティフィック ジャパン株式会社 社外監査役 

 社外監査役 

川 田  剛 

株式会社バンダイ 社外監査役 

（注）１．社外取締役 棚橋康郎氏は新日鉄ソリューションズ株式会社の代表取締役会長であ

り、当社は同社に対し、システム開発の業務委託等を行っております。 

２．その他の社外役員と当社との間には、特別の関係はありません。 

 



 

－  － 
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４）社外役員の主な活動状況 

 区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 

田 近 耕 次 当期開催の取締役会16回のうち15回に出席し、必要に応じ、主に

会計の専門家としての高い見識と豊富な経験から発言を行ってお

ります。 

 社外取締役 

棚 橋 康 郎 当期開催の取締役会16回のうち11回に出席し、必要に応じ、経営

者としての高い見識と豊富な経験から発言を行っております。 

横 堀 惠 一 当期開催の取締役会16回のうち13回に、監査役会15回のうち13回

に出席し、必要に応じ、海外での豊富な経験と学識経験者として

の高い見識から発言を行っております。 

平 岡 哲 也 当期開催の取締役会16回、監査役会15回のすべてに出席し、必要

に応じ、税務、会計及び経営者としての豊富な経験から発言を

行っております。 

 社外監査役 

川 田  剛 平成18年６月29日就任以来開催の取締役会12回のすべてに、監査

役会11回のうち７回に出席し、必要に応じ、主に税務の専門家と

しての見地と豊富な経験から発言を行っております。 

 

５）責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の上限は、会社法第425条第１項に

定める最低責任限度額相当額であります。 

 



 

－  － 
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５．会計監査人に関する事項 

１）会計監査人の名称 

監査法人トーマツ 

 

２）当期に係る会計監査人の報酬等の額 

  区 分 報 酬 等 の 額 

   百万円 

 ① 会計監査人としての報酬等 63 

 ② 
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 72 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金

額にはこれらの合計額を記載しております。 

２．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、

財務報告に係る内部統制の有効性に関する調査業務等についての対価を支払っており

ます。 

３．当社の重要な子会社のうち、Murata Electronics North America, Inc.、Murata 

Electronics Singapore （Pte.）Ltd.及び Murata Company Limitedは、当社の会計

監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格

を有するものを含む。）の監査（会社法または証券取引法（これらの法律に相当する

外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けております。 

 

３）会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、解任を相当

と認めるときは、当該会計監査人を解任いたします。 

 また、当社は、理由の如何を問わず、会計監査人の解任または不再任を妥当または相当

と認めるときは、監査役会の請求によりまたはその同意を得て、当該会計監査人の解任ま

たは不再任を株主総会の目的といたします。 

 



 

－  － 
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６．会社の業務の適正を確保するための体制 

 当社は、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備に関する基本方

針を取締役会において決議いたしました。 

 

１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①社長の諮問機関として内部統制管理委員会を設置し、内部統制システムの整備状況と

運用状況を評価させ、内部統制システムの維持並びに継続的改善を図ります。 

②取締役、執行役員及び使用人が法令及び定款に従い、より高い倫理観に基づいて事業

活動を行うため、企業倫理規範・行動指針及びコンプライアンスに関する規定を制定

し、周知徹底を行います。 

③コンプライアンスに係る制度を整備し遂行するために、社長の諮問機関を設置します。 

④コンプライアンスに関する問題を適切に処理するため、通報受付窓口を社内・社外に

設置するとともに、通報者に不利益が生じないよう措置を講じます。 

⑤独立した内部監査部門を設置し、内部統制システムの有効性を監査します。 

 

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①取締役会等の議事録、稟議書その他の取締役の職務の執行に係る重要な文書は、所定

の社内規定に基づき、保存（保存期間は10年を下ることはできない）し、取締役及び

監査役が適宜閲覧できるようにします。 

②文書の保存及び管理を統括する組織を設けます。当該統括組織は、文書の保存及び管

理に関する基本的な事項を社内規定に定め、前項に掲げる文書が適切に保存及び管理

されるよう全社的な指導を行います。 

 

３）損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

①事業活動に関係するさまざまなリスクに対応するため、内部統制管理委員会に全社的

なリスク管理体制・施策等の審議を行う会議体を設置します。 

②全社的なリスク管理を担当する組織を設けます。当該組織は、リスクの把握、評価、

対応策の策定等、リスク管理に関する規定を整備し、各業務機能を主管する部門への

指導・提言を行います。 

 



 

－  － 
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４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①長中期の方針、並びにこれに基づく単年度の方針、予算及び実行計画を策定し、それ

らの進捗管理を行います。 

②執行役員制度を導入し、経営方針及び重要な業務執行の意思決定と日常の業務執行と

を区分することで、監督機能と業務執行機能を強化します。 

③適正な意思決定を行うため、所定の社内規定に定めた事項に関する決裁は、IT（情報

技術）を活用した稟議手続により関係する取締役、執行役員、重要な使用人の審議を

経て行うこととします。 

④取締役会、代表取締役の意思決定を補佐する審議機関として、役付取締役及び取締

役・役付執行役員で構成する経営執行会議を設置します。経営執行会議は、所定の社

内規定に定めた事項について、審議し、また報告を受けることとします。 

⑤業務執行の状況に関する各種の情報を、定期的にあるいは随時、関係する取締役、執

行役員及び使用人に提供し、共有する仕組みを、ITを活用して構築します。 

 

５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①当社グループは、主として電子部品の開発・生産・販売の事業において、当社及び子

会社が役割を分担して事業を行っていることから、当社は、子会社の事業運営につい

て、指導・助言を行います。 

②当社の各業務機能を主管する部門は、業務が適正かつ効率的に行われるよう各業務の

枠組み、処理手続、判断基準を定めるとともに、子会社に対し、必要に応じて適切な

指導・監査を行います。 

③各子会社が、それぞれの事業内容・規模に応じて適切な内部統制システムを整備、運

用するよう指導します。 

 

６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

①監査役の職務を補助するため監査役室を設置し、相当数の専任の使用人を配置します。 

②監査役室の使用人は、取締役の指揮・命令を受けないこととします。また監査役室の

使用人の人事に関する事項について、取締役は監査役と協議し、同意することとしま

す。 

 



 

－  － 
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７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体

制 

①取締役、執行役員及び使用人は、監査役に対して、経営執行会議等の議事録・資料、

稟議書、業績等の定期報告文書を提出し、また、企業倫理規範・行動指針に違反する

恐れのある事実、リスク及びリスク管理の状況、内部通報の状況と通報内容、並びに

外部公的機関等による監査の結果について報告します。 

②前項のほか、取締役、執行役員及び使用人は、監査役の求めがあるときは、随時求め

られた文書等の提出あるいは報告を行います。 

 

８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役監査の実効性を高めるために、次の事項を行うこととします。 

①監査役の重要会議への出席 

②監査役と内部監査部門との連携 

③監査役と会計監査人との連携 

④代表取締役等と監査役との定期会合 

⑤監査役の必要に応じた弁護士、会計士等からの意見聴取 

 



 

－  － 
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 連 結 貸 借 対 照 表  
（平成19年３月31日現在） 

   （単位：百万円） 
 科 目 金 額 科 目 金 額 

（資  産  の  部） （1,014,965） （負  債  の  部） （192,072） 

流 動 資 産 672,912 流 動 負 債 131,520 

現 金 及 び 預 金 29,133 短 期 借 入 金 13,114 

定 期 預 金 77,903 支 払 手 形 4,380 

有 価 証 券 320,421 買 掛 金 33,723 

受 取 手 形 7,347 未 払 給 与 及 び 賞 与 20,806 

売 掛 金 121,896 未 払 税 金 29,465 

貸 倒 引 当 金 △1,810 
未 払 費 用 及 び
そ の 他 の 流 動 負 債

30,032 

た な 卸 資 産 86,074   

繰 延 税 金 資 産 22,889 固 定 負 債 60,552 

前 払 費 用 及 び 
そ の 他 の 流 動 資 産 9,059 長 期 債 務 24 

  退 職 給 付 引 当 金 40,390 

有形固定資産 283,944 繰 延 税 金 負 債 19,452 

土 地 41,107 そ の 他 の 固 定 負 債 686 

建 物 及 び 構 築 物 225,310   

機械装置及び工具器具備品 480,449 （資  本  の  部） （822,893） 

建 設 仮 勘 定 25,519 資 本 金 69,377 

減 価 償 却 累 計 額 △488,441 資 本 剰 余 金 102,363 

  利 益 剰 余 金 655,240 

投資及びその他の資産 58,109 その他の包括利益(△損失)累計額 14,189 

投 資 17,122 (有価証券未実現損益) （5,368） 

繰 延 税 金 資 産 6,442 (年金負債調整勘定) （8,466） 

そ の 他 の 固 定 資 産 34,545 (デリバティブ未実現損益) （△29） 

  (為替換算調整勘定) （384） 

  自己株式（取得原価） △18,276 

合 計 1,014,965 合 計 1,014,965 



 

－  － 
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 連 結 損 益 計 算 書  

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

 （単位：百万円）
 

科 目 金 額 

売 上 高  566,805 

営 業 費 用   

売 上 原 価 335,869  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 78,901  

研 究 開 発 費 38,670 453,440 

営 業 利 益  113,365 

その他の収益（△費用）   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,898  

支 払 利 息 △342  

為 替 差 損 △1,908  

そ の 他 （ 純 額 ） 2,990 4,638 

税金等調整前当期純利益  118,003 

法 人 税 等   

法人税、住民税及び事業税 48,873  

法 人 税 等 調 整 額 △2,179 46,694 

当 期 純 利 益  71,309 

 

(          )



 

－  － 
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 連結株主持分計算書  

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（単位：株、百万円）

  資 本 の 部 

項 目 
発 行 済 普 通 
株 式 総 数 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
その他の包括利益
（△損失）累計額 

自 己 株 式 

平成18年３月31日現在残高 225,263,592 69,377 102,228 601,685 781 △18,677 

自 己 株 式 の 取 得   △53 

ストックオプションの権利行使  54  454 

ストックオプションコストの計上  81   

当 期 純 利 益  71,309   

現金配当額（１株当たり80.00円）  △17,754   

そ の 他 の 包 括 利 益  4,382  

ＦＡＳＢ基準書第158号の適用
による調整（税効果調整後） 

 9,026  

平成19年３月31日現在残高 225,263,592 69,377 102,363 655,240 14,189 △18,276 

 

(          )



 

－  － 
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 連 結 注 記 表  
 

（連結計算書類作成の基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

１）連結子会社の数及び主要な会社名 

56社（(株)福井村田製作所、(株)出雲村田製作所、(株)富山村田製作所、(株)小松村田製作

所、(株)金沢村田製作所、(株)岡山村田製作所、村田土地建物(株)、Murata 

Electronics North America, Inc.、Murata Electronics Singapore （Pte.）Ltd.、

Murata Company Limited 他） 

２）非連結子会社の数 

該当なし（うち持分法適用会社 該当なし） 

３）関連会社の数 

該当なし（うち持分法適用会社 該当なし） 

 

２．連結の範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結子会社（新規） ２社 

SyChip, Inc. 

SyChip Electronic Technology （Shanghai） Ltd. 

連結子会社（除外） １社 

Suzhou Murata Electronics Co., Ltd. 

持分法適用関連会社（除外） １社 

ＭＴＣソリューションズ（株） 

 

３．重要な会計方針 

１）連結計算書類の作成基準 

当社の連結計算書類は、会社計算規則第148条第１項の規定により、米国において一般に公

正妥当と認められた企業会計の基準（以下「米国会計原則」という）による用語、様式及び

作成方法に準拠して作成しております。但し、同項の規定に準拠して、「米国会計原則」に

より要請される記載及び注記の一部を省略しております。 

２）たな卸資産の評価方法及び評価基準    主として総平均法による低価法 

３）有価証券の評価方法及び評価基準 

「米国財務会計基準審議会（以下「ＦＡＳＢ」という）基準書第115号（特定の負債証券及

び持分証券への投資の会計処理）」を適用しております。 

当社グループは、保有する全ての債券及び株式を売却可能有価証券に分類して公正価額で評

価するとともに、関連する未実現評価損益を税効果考慮後で資本の部に独立表示しておりま

す。有価証券売却損益は移動平均法に基づいて算出し、公正価額の算定が困難な非上場株式

等については、移動平均原価法により評価しております。 



 

－  － 
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４）有形固定資産の減価償却方法       主として定率法 

５）のれん及びその他の無形資産 

当社グループは、「ＦＡＳＢ基準書第142号（のれん及びその他の無形資産）」を適用して

おります。同基準書に従い、のれんは償却を行わず、代わりに少なくとも年１回の減損テス

トを行っております。耐用年数の見積可能な無形資産については、その見積耐用年数に亘っ

て償却されます。また、同基準書は、耐用年数を見積もることができない無形資産は償却を

行わず、代わりに耐用年数が明らかになるまで減損テストを行うことを要求しております。 

６）退職給付引当金 

「ＦＡＳＢ基準書第87号（事業主の年金会計）」及び「ＦＡＳＢ基準書第158号（給付建年

金及び他の退職後給付制度に関する雇用主の会計処理－ＦＡＳＢ基準書第87、88、106号及

び第132号(R)の改訂－）」に準拠し、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務の見込額及び年金資産の公正価額に基づき計上しております。なお、確定退職後給

付制度の積立超過又は積立不足の状態を連結貸借対照表で認識しており、その他の包括利益

（△損失）累計額で調整しております。 

過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務年数による定額法により費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異は、予測給付債務と年金資産の公正価額のいずれか大きい額の１割を超え

る差異金額を５年による定額法により費用処理しております。 

７）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

４．連結計算書類作成の基本となる重要な事項の変更 

平成19年３月31日より、「ＦＡＳＢ基準書第158号（給付建年金及び他の退職後給付制度に関す

る雇用主の会計処理－ＦＡＳＢ基準書第87、88、106号及び第132号(R)の改訂－）」に規定され

ている確定退職後給付制度の財政状態の認識及び開示を適用しております。従来は、「ＦＡＳＢ

基準書第87号（事業主の年金会計）」に従い、退職給付引当金が、累積給付債務と年金資産の公

正価額の差額より不足する金額について、最小年金負債調整勘定として追加計上しておりました

が、同基準書の適用に伴い、確定退職後給付制度の積立超過又は積立不足の状態を連結貸借対照

表で認識し、その他の包括利益（△損失）累計額で調整しております。この変更により、その他

の包括利益（△損失）累計額（税効果調整後）は9,026百万円増加しております。 

 

（連結貸借対照表注記事項） 

１．記載金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

２．手形割引高 193百万円 

 



 

－  － 
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（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり株主資本 3,707円02銭 

２．１株当たり当期純利益 

１）基本的１株当たり当期純利益 321円29銭 

２）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 321円22銭 

 

（重要な企業結合等） 

平成18年４月、当社の完全子会社である米国Murata Electronics North America, Inc.（以下「ＭＥ

Ａ」という）は、米国企業SyChip, Inc.（以下「SyChip社」という）を買収し、SyChip社をＭＥＡの

完全子会社としました。買収金額は総額で136百万米ドルであります。 

SyChip社は、無線通信用のチップサイズモジュールの開発、設計、販売を行っており、現状、同社の

製品は、POS端末やPDA、IP Phone、音楽機器などに使用されております。VoIP市場などSyChip社の取

り組んでいる用途市場は、今後の市場拡大の可能性があるものの、当社はまだ参入できておらず、当

社の無線通信モジュール事業における用途市場の拡大に対応できるものと考えております。 

 

SyChip社の経営成績は買収日以降、当社の連結計算書類に含まれております。 

 



 

－  － 
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 貸 借 対 照 表  
（平成19年３月31日現在） 

   （単位：百万円） 
 科 目 金 額 科 目 金 額 

（資  産  の  部） （535,647） （負  債  の  部） （106,715） 

流 動 資 産 223,043 流 動 負 債 73,428 

現 金 及 び 預 金 26,798 支 払 手 形 2,948 

受 取 手 形 6,126 買 掛 金 35,779 

売 掛 金 76,661 一年以内返済長期借入金 2 

有 価 証 券 63,138 未 払 金 5,095 

商 品 及 び 製 品 7,386 未 払 費 用 7,664 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 7,143 未 払 法 人 税 等 20,829 

仕 掛 品 8,891 そ の 他 1,109 

短 期 貸 付 金 294 固 定 負 債 33,287 

一年以内回収長期貸付金 1,085 長 期 借 入 金 24 

未 収 金 17,310 退 職 給 付 引 当 金 32,585 

繰 延 税 金 資 産 6,689 そ の 他 678 

そ の 他 1,536   

貸 倒 引 当 金 △20 （純 資 産 の 部） （428,931） 

固 定 資 産 312,603 株 主 資 本 423,748 

有 形 固 定 資 産 66,660 資 本 金 69,376 

建 物 24,324 資 本 剰 余 金 107,726 

構 築 物 2,474 資 本 準 備 金 107,666 

機 械 及 び 装 置 15,415 そ の 他 資 本 剰 余 金 59 

車 両 運 搬 具 35 利 益 剰 余 金 264,921 

工具、器具及び備品 5,666 利 益 準 備 金 7,899 

土 地 17,454 そ の 他 利 益 剰 余 金 257,021 

建 設 仮 勘 定 1,290 土 地 圧 縮 積 立 金 11 

無 形 固 定 資 産 5,185 特 別 償 却 準 備 金 1,566 

投資その他の資産 240,756 買換資産圧縮積立金 3 

投 資 有 価 証 券 187,397 別 途 積 立 金 127,707 

関 係 会 社 株 式 15,504 繰 越 利 益 剰 余 金 127,732 

関 係 会 社 出 資 金 10,220 自 己 株 式 △18,275 

長 期 貸 付 金 8,401 評価・換算差額等 5,182 

繰 延 税 金 資 産 13,070 その他有価証券評価差額金 5,182 

そ の 他 6,291   

貸 倒 引 当 金 △130   

合 計 535,647 合 計 535,647 



 

－  － 
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 損 益 計 算 書  

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  （単位：百万円）
 

科 目 金 額 

売 上 高  490,642 

売 上 原 価  385,553 

売 上 総 利 益  105,088 

販売費及び一般管理費  67,122 

営 業 利 益  37,966 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,801  

受 取 配 当 金 19,173  

雑 収 入 2,303 23,278 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 4  

寄 付 金 287  

雑 損 失 564 856 

経 常 利 益  60,388 

税 引 前 当 期 純 利 益  60,388 

法人税、住民税及び事業税 17,349  

法 人 税 等 調 整 額 △1,798 15,551 

当 期 純 利 益  44,836 

 

 

(          )



 

－  － 
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 株主資本等変動計算書  

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（単位：百万円）

  株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計

利益
準備金 土地

圧縮
積立金

特別
償却
準備金

買換資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

利益 
剰余金 
合計 

自己株式 
株主資本 
合計 

平成18年３月31日 残高 69,376 107,666 6 107,672 7,899 11 1,565 3 127,707 100,769 237,958 △18,676 396,330 

当期中の変動額       

剰余金の配当 
(前期分)(注)    △8,876 △8,876  △8,876 

剰余金の配当 
( 当 期 分 ) 

   △8,877 △8,877  △8,877 

役員賞与の支給（注）    △120 △120  △120 

当 期 純 利 益    44,836 44,836  44,836 

自己株式の取得     △53 △53 

自己株式の処分   53 53  454 507 

特別償却準備金の取崩 
（ 前 期 分 ） （ 注 ）    △494 494 －  － 

特別償却準備金の積立 
（ 前 期 分 ） （ 注 ） 

   1,216 △1,216 －  － 

特別償却準備金の取崩 
（ 当 期 分 ） 

   △1,000 1,000 －  － 

特別償却準備金の積立 
（ 当 期 分 ）    279 △279 －  － 

株主資本以外の項目の
当 期 中 の 
変 動 額 ( 純 額 ) 

      

当期中の変動額合計 － － 53 53 － － 0 － － 26,962 26,962 400 27,417 

平成19年３月31日 残高 69,376 107,666 59 107,726 7,899 11 1,566 3 127,707 127,732 264,921 △18,275 423,748 
              

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
 

(          )



 

－  － 
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評価・換算差額等   
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 
  

平成18年３月31日 残高 5,755 5,755 402,086   

当期中の変動額    

剰余金の配当 
(前期分)(注) 

 △8,876   

剰余金の配当 
( 当 期 分 ) 

 △8,877   

役員賞与の支給（注）  △120   

当 期 純 利 益  44,836   

自己株式の取得  △53   

自己株式の処分  507   

特別償却準備金の取崩 
（ 前 期 分 ） （ 注 ） 

 －   

特別償却準備金の積立 
（ 前 期 分 ） （ 注 ） 

 －   

特別償却準備金の取崩 
（ 当 期 分 ）  －   

特別償却準備金の積立 
（ 当 期 分 ） 

 －   

株主資本以外の項目の
当 期 中 の 
変 動 額 ( 純 額 ) 

△572 △572 △572   

当期中の変動額合計 △572 △572 26,845   

平成19年３月31日 残高 5,182 5,182 428,931   
       



 

－  － 
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 個 別 注 記 表  
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式    移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの         市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの         移動平均法による原価法 

２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品               移動平均法による低価法 

製品、仕掛品           総平均法による低価法 

原材料及び貯蔵品         総平均法による低価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

１）有形固定資産            定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物       10～50年 

機械及び装置   ４～10年 

２）無形固定資産            定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用

しております。 

 

３．引当金の計上基準 

１）貸倒引当金 

売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数による定額法により費用処

理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理すること

としております。 



 

－  － 
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

１）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

２）消費税等の処理方法 

税抜方式で処理しております。 

３）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

４）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

５．重要な会計方針の変更 

１）役員賞与に関する会計基準 

当期から、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適

用しております。 

これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、それぞれ

90百万円減少しております。 

２）貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。なお、従来の

「資本の部」の合計に相当する金額は428,931百万円であります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 125,457百万円 

 

２．関係会社に対する短期金銭債権 33,143百万円 

関係会社に対する長期金銭債権 9,853百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 19,718百万円 

 

３．輸出手形割引高 181百万円 

 



 

－  － 
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４．保 証 債 務 

  （単位：百万円）

 
 被 保 証 者 保 証 金 額 被保証債務の内容 

 W u x i  M u r a t a  E l e c t r o n i c s  C o . , L t d . 6,077 借 入 金 

 Murata Electronics Trading（Shanghai）Co.,Ltd. 4,714 借 入 金 

 Murata Electronics Trading（Tianjin）Co.,Ltd. 833 借 入 金 

 S h e n z h e n  M u r a t a  T e c h n o l o g y  C o . , L t d . 482 借 入 金 

 Murata Electronics（Malaysia）Sdn.Bhd. 12 支 払 債 務 

 従 業 員 4 借 入 金 

 合 計 12,125  

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引 

営業取引による取引高 

売上高 268,234百万円 

仕入高 361,306百万円 

営業取引以外の取引高 

受取利息 51百万円 

受取配当金 19,014百万円 

資産譲渡高 1,446百万円 

資産購入高 664百万円 

 

２．研究開発費 31,406百万円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当期末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 225,263,592株 

 

２．当期末における自己株式の種類及び数 

普通株式 3,281,042株 

 



 

－  － 
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３．配当に関する事項 

１）配当金支払額 

 決 議 株式の種類
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日 

 
平成18年６月29日 
定 時 株 主 総 会 普通株式 8,876 40 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 
平成18年10月31日 
取 締 役 会 普通株式 8,877 40 平成18年９月30日 平成18年12月４日 

２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

平成19年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項について次

のとおり提案を予定しております。 

①配当金の総額       11,099百万円 

②１株当たりの配当額        50円 

③基 準 日     平成19年３月31日 

④効 力 発 生 日     平成19年６月29日 

なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

４．当期末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類

及び数 

普通株式 123,900株 



 

－  － 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

１）流動の部 

 繰延税金資産 未払賞与 2,383百万円    

  たな卸資産 1,640百万円    

  未払事業税 896百万円    

  外国税額控除未処理額 879百万円   

  その他 890百万円   

 繰延税金資産 合計 6,689百万円    

 繰延税金負債との相殺 －百万円    

 繰延税金資産の純額 6,689百万円    

２）固定の部 

 繰延税金資産 退職給付引当金 13,164百万円 繰延税金負債 その他有価証券  

  有形・無形固定資産 2,964百万円  評 価 差 額 金 3,538百万円 

  関係会社出資金 1,369百万円  特別償却準備金 1,061百万円 

  投資有価証券 555百万円  その他 10百万円 

  その他 394百万円 繰延税金負債 合計 4,610百万円 

 繰延税金資産 小計 18,448百万円 繰延税金資産との相殺 △4,610百万円 

 評価性引当金  △767百万円 繰延税金負債の純額 －百万円 

 繰延税金資産 合計 17,681百万円    

 繰延税金負債との相殺 △4,610百万円    

 繰延税金資産の純額 13,070百万円    

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異 

 法定実効税率  40.4％ 

 （調整） 受取配当金等永久差異 △7.5％ 

  研究開発税制等に係る税額控除 △3.9％ 

  外国税額控除 △3.2％ 

  その他 0.0％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.8％ 

 



 

－  － 
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（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額 

 車両運搬具  11百万円 2百万円 8百万円 

 工具、器具及び備品  581百万円 414百万円 167百万円 

 合 計  592百万円 416百万円 176百万円 

 

２）未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 145百万円  

 １ 年 超 30百万円  

 合 計 176百万円  

 

３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

 支払リース料 144百万円  

 減価償却費相当額 144百万円  

 

４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（注） 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高相当額の

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。 

 



 

－  － 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

      （単位：百万円）

 
属性 会社等の名称又は氏名 

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 株式会社福井村田製作所 
所有 
直接100％

役員の兼務
商品等の仕入
（注１） 

108,498
（注２）

買掛金 
5,962 

（注２）

子会社 株式会社出雲村田製作所 
所有 
直接100％ 役員の兼務

商品等の仕入
（注１） 

56,660
（注２） 買掛金 

2,713 
（注２）

子会社 株式会社金沢村田製作所 
所有 
直接100％ 役員の兼務

商品等の仕入
（注１） 

45,411
（注２） 買掛金 

744 
（注２）

子会社 
Murata Electronics 
Singapore（Pte.）Ltd. 

所有 
直接100％

役員の兼務
商製品等の売上
（注１） 

58,267
（注２）

売掛金 
3,028 

（注２）

子会社 Murata Company Limited 
所有 
直接100％ 役員の兼務

商製品等の売上
（注１） 

54,809
（注２） 売掛金 

3,812 
（注２）

資金の貸付 5,033 長期貸付金 5,894 

利息の受取
（注３） 19

一年以内回収
長期貸付金 377 子会社 株式会社岡山村田製作所 

所有 
直接100％ 役員の兼務

 短期貸付金 99 

債務保証 6,077

子会社 
W u x i  M u r a t a 
Electronics Co.,Ltd. 

所有 
間接100％

役員の兼務
保証料の受入
（注４） 

4
－ － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

（注３）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。長期貸付金の貸付期間は 

６～10年となっております。 

（注４）Wuxi Murata Electronics Co.,Ltd.の銀行借入につき、債務保証を行ったものであり、

保証料については市場実勢を勘案して決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 1,932円27銭 

１株当たり当期純利益 202円01銭 

 



 

－  － 
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（その他の注記） 

退職給付会計 

１）採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、基金型確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。 

２）退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日現在） 

 イ．退職給付債務 55,585百万円 

 ロ．年金資産 47,102百万円 

 ハ．年金資産を超える退職給付債務（イ－ロ） 8,482百万円 

 ニ．未認識数理計算上の差異 △6,488百万円 

 ホ．未認識過去勤務債務 △17,613百万円 

 ヘ．退職給付引当金（ハ－ニ－ホ） 32,585百万円 

３）退職給付費用に関する事項（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 イ．勤務費用 2,525百万円 

 ロ．利息費用 1,071百万円 

 ハ．期待運用収益 △892百万円 

 ニ．数理計算上の差異の費用処理額 651百万円 

 ホ．過去勤務債務の費用処理額 △1,441百万円 

 ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 1,913百万円 

４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ．割引率 2.0％ 

ハ．期待運用収益率 2.0％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数   16～17年（発生時の従業員の平均残存勤務年数によ

る定額法により費用処理しております） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数     ５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

することとしております） 

 

 



 

－  － 
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 連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告  
   

  独立監査人の監査報告書   

 平成19年５月９日 

 株 式 会 社  村 田 製 作 所
  

 

 取 締 役 会  御 中
  

 

 監査法人 トーマツ  

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 吉 川 郁 夫 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佃   弘一郎 

  

 

   
  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社村田製作所の平成

18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主持分計算書及び連結注記表について監査

を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第148条第１項の規定によ

り、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結注記表 連結計

算書類作成の基本となる重要な事項３．１）参照）に準拠して、株式会社村田製作所

及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 

 

   



 

－  － 
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 会計監査人の会計監査報告  
   

  独立監査人の監査報告書   

 平成19年５月９日 

 株 式 会 社  村 田 製 作 所
  

 

 取 締 役 会  御 中
  

 

 監査法人 トーマツ  

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 吉 川 郁 夫 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佃   弘一郎 

  

 

   

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社村田製作所の平成18年

４月１日から平成19年３月31日までの第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以 上 

 

   



 

－  － 
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 監査役会の監査報告  
   

 監 査 報 告 書  

   
  当監査役会は、平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第71期事業年度の取締役の職務の執

行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと

おり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、当期の監査の方針・計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、内部監査部門及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針・計画等に従い、

取締役、執行役員、子会社取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役

員、子会社取締役、内部監査部門その他の使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社、事業所、営業所及び子会社において

業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。以上の方法

に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法

に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

持分計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 



 

－  － 
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２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。 

二 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 

三 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。 

 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

(3) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 平成19年５月14日  

 株式会社村田製作所 監査役会  

 

常 勤 監 査 役 田 地 外志雄  

常 勤 監 査 役 中 山 素 彦  

監査役（社外監査役） 横 堀 惠 一  

監査役（社外監査役） 平 岡 哲 也  

監査役（社外監査役） 川 田  剛  
  

 

   
  

 

 

以 上 



 

－  － 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。 

１．期末配当に関する事項 

当社は、株主の皆様への利益還元策として、配当による成果の配分を優先的に考え、

長期的な企業価値の増大と企業体質の強化を図りながら、１株当たり利益を増加させ

ることにより配当の安定的な増加に努めることを基本方針としております。 

この方針に基づき、連結ベースでの業績と配当性向並びに将来の発展のための再投

資に必要な内部留保の蓄積などを総合的に勘案し、当期の期末配当金は１株につき50

円といたしたいと存じます。これにより、中間配当金を含めた当期の年間配当金は、

１株につき90円となります。 

１）配当財産の種類 

金銭 

２）配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金50円 総額11,099,127,500円 

３）剰余金の配当が効力を生じる日 

平成19年６月29日 

２．その他の剰余金の処分に関する事項 

１）減少する剰余金の項目とその額 

繰越利益剰余金 35,000,000,000円 

２）増加する剰余金の項目とその額 

別途積立金   35,000,000,000円 

 



 

－  － 
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第２号議案 定款一部変更の件 

１．変更の理由 

取締役会の機関運営に柔軟性を持たせるため、取締役社長に加え取締役会長を取締

役会の招集権者及び議長に定めるものであります。 

 

２．変更の内容 

現行定款の一部を次の変更案のとおり改めたいと存じます。 

  （下線は変更部分を示します）

 
 現 行 定 款 変 更 案 

 第４章 取締役および取締役会 第４章 取締役および取締役会 

 （取締役会の招集権者および議長） （取締役会の招集権者および議長） 

 第24条 第24条 

 ①取締役会は、法令に別段の定めがある場合

を除いて、取締役社長がこれを招集し、議

長となる。 

①取締役会は、法令に別段の定めがある場合

を除いて、取締役会長または取締役社長が

これを招集し、議長となる。 

 ②取締役社長に事故があるときは、取締役会

においてあらかじめ定めた順序に従い、他

の取締役が取締役会を招集し、議長とな

る。 

②取締役会長および取締役社長に事故がある

ときは、取締役会においてあらかじめ定め

た順序に従い、他の取締役が取締役会を招

集し、議長となる。 

 



 

－  － 
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第３号議案 取締役７名選任の件 

現在の取締役９名のうち村田泰隆、村田恒夫、野崎市郎、坂部行雄、井上 純、棚橋

康郎（社外取締役）の６氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。 

つきましては、今後の社業拡大に備えて経営陣強化のため１名増員し、社外取締役１

名を含む取締役７名を選任いたしたいと存じます。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 

 候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 

略歴、地位、担当及び他の法人等の代表状況 所有する当社
の 株 式 の 数 

 1 村
むら

田
た

泰
やす

隆
たか

 
（昭和22年５月30日） 

昭和48年７月 当社入社 

昭和51年５月 当社可変商品部長 

昭和54年４月 株式会社福井村田製作所 専務取締役 

昭和54年６月 当社取締役 

昭和57年６月 当社専務取締役 

平成元年６月 当社取締役副社長 

当社代表取締役 

平成３年６月 当社取締役社長 

＜現  在＞ 

当社代表取締役社長 

（他の法人等の代表状況） 

株式会社福井村田製作所 代表取締役会長 

株式会社出雲村田製作所 代表取締役会長 

株式会社富山村田製作所 代表取締役会長 

株式会社小松村田製作所 代表取締役会長 

株式会社金沢村田製作所 代表取締役会長 

株式会社岡山村田製作所 代表取締役社長 

Murata Electronics Singapore (Pte.) Ltd., Director 

Murata Company Limited, Director 

財団法人村田学術振興財団 理事長 

社団法人京都経済同友会 代表幹事 

1,882,711株 



 

－  － 
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 候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当及び他の法人等の代表状況 所有する当社

の 株 式 の 数 

 2 
村
むら

田
た

恒
つね

夫
お

 
（昭和26年８月13日） 

昭和49年３月 当社入社 

昭和58年11月 株式会社出雲村田製作所 常務取締役 

昭和62年１月 Murata Elektronik GmbH,Geschäftsführer 

昭和63年10月 Murata Europe Management GmbH, 

Geschäftsführer 

平成元年６月 当社取締役 

平成３年５月 当社企画部長 

平成３年６月 当社常務取締役 

平成７年６月 当社営業担当 

当社専務取締役 

平成９年４月 当社営業本部長 

平成11年６月 当社営業本部・市場渉外部担当 

平成15年６月 当社取締役副社長 

当社代表取締役 

平成17年２月 当社コンポーネント事業本部・デバイス事業本

部・モジュール事業本部・生産本部・東京管理

部担当 

平成19年１月 当社技術・事業開発本部担当 

当社技術・事業開発本部長 

＜現  在＞ 

当社代表取締役副社長 

当社技術・事業開発本部・営業本部・コンポーネント事業本

部・デバイス事業本部・モジュール事業本部・生産本部・市場

渉外部・東京管理部担当 

当社技術・事業開発本部長 

（他の法人等の代表状況） 

株式会社福井村田製作所 代表取締役社長 

株式会社富山村田製作所 代表取締役社長 

Murata Electronics Singapore (Pte.) Ltd., Director 

1,905,000株 



 

－  － 
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 候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当及び他の法人等の代表状況 所有する当社

の 株 式 の 数 

 3 
坂
さか

部
べ

行
ゆき

雄
お

 
（昭和20年10月10日） 

昭和45年４月 当社入社 

昭和63年４月 当社セラミック開発部長 

平成７年４月 当社技術開発本部第２開発グループ統括部長 

平成12年６月 当社執行役員 

平成15年６月 当社取締役 

当社材料開発センター統括部長 

平成17年６月 当社常務執行役員 

平成19年１月 当社技術・事業開発本部 研究開発センター長 

＜現  在＞ 

当社取締役 

当社常務執行役員 

当社技術・事業開発本部 研究開発センター長 

400株 

 4 
井
いの

上
うえ

 純
あつし

 
(昭和23年10月７日) 

昭和48年４月 当社入社 

平成５年２月 株式会社小松村田製作所 高周波モジュール

商品統括部長 

平成９年４月 当社回路商品事業部モジュール商品グループ 

統括部長 

平成12年３月 当社回路モジュール商品事業部長 

平成13年７月 当社執行役員 

平成15年６月 当社取締役 

平成17年２月 当社コンポーネント事業本部長 

平成17年６月 当社常務執行役員 

＜現  在＞ 

当社取締役 

当社常務執行役員 

当社コンポーネント事業本部長 

（他の法人等の代表状況） 

株式会社出雲村田製作所 代表取締役社長 

700株 



 

－  － 
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 候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当及び他の法人等の代表状況 所有する当社

の 株 式 の 数 

 5 
家
いえ

木
き

英
ひで

治
はる

 
（昭和25年４月25日） 

昭和49年１月 当社入社 

平成６年11月 株式会社金沢村田製作所 高周波商品統括部 

高周波 SAW商品部長 

平成15年６月 当社第４コンポーネント事業部長 

平成15年７月 当社執行役員 

平成17年２月 当社デバイス事業本部長 

平成17年７月 当社上席執行役員 

＜現  在＞ 

当社上席執行役員 

当社デバイス事業本部長 

0株 

 6 
牧
まき

野
の

孝
こう

次
じ

 
（昭和27年５月13日） 

昭和51年４月 三井造船株式会社 入社 

昭和61年１月 当社入社 

平成11年５月 株式会社福井村田製作所 デバイス事業部 

EMI商品統括部部長 

平成15年６月 当社経理・財務・企画グループ企画部長 

平成17年６月 当社企画・管理グループ統括部長 

平成17年７月 当社執行役員 

＜現  在＞ 

当社執行役員 

当社企画・管理グループ統括部長 

0株 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(52) ／ 2007/05/22 9:27 (2007/05/22 9:27) ／ wk_07369007_05_os2村田製作所様_招集_参考書類_P.doc 

52

 候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当及び他の法人等の代表状況 所有する当社

の 株 式 の 数 

 7 
棚
たな

橋
はし

康
やす

郎
ろう

 
（昭和16年１月４日） 

昭和38年４月 富士製鐵株式会社（現 新日本製鐵株式会

社） 入社 

平成５年６月 新日本製鐵株式会社 機材部長 

平成７年６月 同社取締役 

同社エレクトロニクス・情報通信事業部長 

平成９年４月 同社常務取締役 

同社エレクトロニクス・情報通信事業、新素材

事業、シリコンウエーハ事業、LSI事業管掌 

平成12年４月 新日鉄情報通信システム株式会社（現 新日鉄

ソリューションズ株式会社）代表取締役社長 

平成15年４月 同社代表取締役会長 

平成15年６月 株式会社インターネットイニシアティブ取締役 

平成17年６月 当社取締役 

＜現  在＞ 

当社取締役 

新日鉄ソリューションズ株式会社 代表取締役会長 

株式会社インターネットイニシアティブ 取締役 

（他の法人等の代表状況） 

新日鉄ソリューションズ株式会社 代表取締役会長 

0株 

（注）１．候補者と当社との利害関係について 

(1) 村田泰隆氏は、平成19年４月１日付で当社が寄付を行っている財団法人村田学術振興財

団の理事長に就任しております。 
(2) 棚橋康郎氏は新日鉄ソリューションズ株式会社の代表取締役会長であり、当社は同社に

対しシステム開発の業務委託等を行っております。 
(3) その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

２．棚橋康郎氏は社外取締役候補者であります。 

３．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。 

(1) 社外取締役候補者の選任理由 

 経営者としての高い見識と豊富な経験を当社の経営に活かすため、社外取締役として棚

橋康郎氏の選任をお願いするものであります。 

(2) 社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数 

 棚橋康郎氏は平成17年６月より当社の社外取締役に就任しており、その在任期間は、本

定時株主総会終結の時をもって２年であります。 

(3) 社外取締役との責任限定契約締結 

 当社は、棚橋康郎氏との間で責任限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額相当額とする責任限定契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合、当社は

同氏との間の上記責任限定契約を継続する予定であります。 



 

－  － 
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第４号議案 監査役１名選任の件 

現在の監査役５名のうち田地外志雄氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了

となりますので、監査役１名を選任いたしたいと存じます。 

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 

 氏 名 
（生年月日） 略歴及び他の法人等の代表状況 所有する当社 

の 株 式 の 数 

 
伴
とも

 野
の

 国
くに

三
さぶ

郎
ろう

 
（昭和24年１月10日） 

昭和46年４月 当社入社 

平成７年10月 当社生産支援本部化学材料部長 

平成13年５月 当社知的財産グループ知的財産部長 

（現 知的財産部長） 

＜現  在＞ 

当社知的財産部長 

110株 

（注） 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 

第５号議案 取締役の報酬額改定の件 

当社の取締役の確定金額報酬の額につきましては、平成17年６月29日開催の第69回定

時株主総会において、年額５億円以内とご決議いただき今日に至っておりますが、経営

体制の充実を図っていくために、取締役の確定金額報酬の額を年額６億円以内（うち社

外取締役分年額35百万円以内）と改めさせていただきたいと存じます。なお、取締役の

確定金額報酬の額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものと

いたしたいと存じます。 

現在の取締役は９名（うち社外取締役２名）でありますが、第３号議案が原案どおり

承認可決されますと、取締役は10名（うち社外取締役２名）となります。 

各取締役の確定金額報酬の額につきましては、役位ごとの基本額に一定の業績加減を

行って算定しております。 

以 上 



 

－  － 
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用語解説 
 

専門用語などについて、事業報告で使用した内容に即して解説しております。 

 

■コンデンサ（Ｐ３、Ｐ５、Ｐ６、Ｐ７、Ｐ12） 

コンデンサは電気を蓄える働きをし、電源の電圧変動を吸収し電子機器の安定動作に貢献する

役割を担う部品です。携帯電話、パソコン、デジタル家電など、ほとんどの電子機器に使われ

ています。 

 

■第３世代機・第３世代サービス（Ｐ３、Ｐ７） 

携帯電話は第１世代（アナログ方式）、第２世代（デジタル方式）と世代で呼ばれますが、デ

ジタル方式の携帯電話で、さらに動画などの大容量データの高速な通信が可能なものを第３世

代サービス（第３世代携帯電話）と呼びます。また、３Ｇケータイとも呼ばれます。 

 

■Bluetooth （Ｐ３、Ｐ５、Ｐ６、Ｐ７） 

携帯電話、PDA、デジタル家電とパソコン、プリンタ、スキャナーなどのパソコン周辺機器間

で音声やデータをやり取りする近距離無線通信技術。欧州を中心にワイヤレスヘッドセットな

どへの搭載が進んでいます。 

 

■MPU（Micro Processing Unit）のデュアルコア化（Ｐ３、Ｐ５） 

一般的なマイクロプロセッサでは、パッケージの中に処理を行うプロセッサコアが１個入って

います。デュアルコアプロセッサにはこのプロセッサコアが２個入っており、処理を分担する

ので性能が上がるというメリットがあります。コアが増える分、使用するコンデンサの需要も

増えます。 

 

■ディストリビューター向け（Ｐ４） 

当社の用途別売上分類の中で、販売代理店向けなどのことを言います。 

 

■フィルタ（セラミック／表面波／誘電体／EMI除去）（Ｐ５、Ｐ６、Ｐ７） 

コーヒーのフィルタでイメージできるように、必要な信号だけ通し、不要な信号を通さない働

きをします。セラミックフィルタ、表面波フィルタ、誘電体フィルタは特定の信号だけを通す

役割をし、EMI除去フィルタは信号に含まれるノイズ(EMI = Electromagnetic Interference)

を除去して電子回路を守ります。 



 

－  － 
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■セラミック発振子（Ｐ５） 

電子機器にはプロセッサやマイコンなどのデジタルICが多数使われていますが、デジタル信号

処理を正しく動作させるためには、その「テンポ」を制御する「基準クロック信号」というも

のが必要です。セラミック発振子は、圧電セラミックスの圧電現象（電圧を加えると伸縮し、

物理的な力を加えると電圧を発生する）を利用し、基準クロック信号を発生させる電子部品で

す。 

 

■多層デバイス（Ｐ５） 

従来は１枚の基板上に多数の部品を実装して構成していた回路を、セラミックシートを何層も

重ねて形成した多層セラミックスの内部に３次元で回路を構成し、部品の機能を作り込むこと

によって、圧倒的な小型化を実現したモジュール電子部品です。 

 

■アイソレータ（Ｐ５） 

電気信号を一方向のみに伝送する機能を持つ電子部品です。携帯電話の送信回路などに使用さ

れ、通信の安定化に役立っています。 

 

■コネクタ（Ｐ５） 

回路または機器などを相互に電気的に接続するための電子部品です。 

 

■リチウムイオン２次電池（Ｐ７） 

携帯電話に代表される小型軽量化、高機能化が進むモバイル機器に使われている電池です。 

今回当社が取り扱うものは、電動工具や電動アシスト自転車、電気自動車のような、これまで

ニカド電池やニッケル水素電池が得意としていた大電流を扱う用途に適します。 

 

■マルチサイト認証（Ｐ７） 

複数のサイトを一つのシステムで運用し、認証を得ることを言います。 
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